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(57)【要約】
　　ステント装填システムは、収縮開口部を形成するブ
レードおよび流体供給源を有する収縮開口装置を備える
。ブレードは収縮開口部の寸法を変更できるように移動
可能である。流体の流れは、流体供給源により供給され
、収縮開口部へ進入して、そこから長手方向へ移動する
。流体の流れは、ステントを収縮開口部から収縮開口装
置の外部へ運ぶように供給される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
収縮開口部を形成する複数のブレードを有する収縮開口装置と、該ブレードは該収縮開口
部の寸法を変更できるように移動可能であることと、
　流体供給源と、流体の流れは、該流体供給源により供給され、かつ、該収縮開口部へ進
入して該開口部の長さに沿って長手方向へ移動し、ステントを該収縮開口部から該収縮開
口装置の外部へ運ぶように構成されることとを特徴とするステント装填システム。
【請求項２】
前記収縮開口装置に係合かつルーメンを有するカテーテルをさらに備え、該カテーテルル
ーメンおよび前記収縮開口部は、互いに連通し、かつ、流体の流れによりステントを該収
縮開口部から該カテーテルルーメンへ運ぶように装置フロールーメンを備える請求項１に
記載のステント装填システム。
【請求項３】
多量の流体を冷却するための冷却システムをさらに備え、流体の流れは、冷却されて、さ
らに該冷却システムから前記装置フロールーメンへ制御可能に放出される請求項１に記載
のステント装填システム。
【請求項４】
弁をさらに備え、該弁は、そこから前記収縮開口装置の収縮開口部へ放出される流体の量
および時間を制御する請求項３に記載のステント装填システム。
【請求項５】
ガイドハウジングをさらに備え、該ガイドハウジングは、カテーテル開口部を有し、かつ
、カテーテルに係合するように形成かつ構成され、さらに前記収縮開口装置に対して連結
される請求項１に記載のステント装填システム。
【請求項６】
多量の流体を前記装置フロールーメンへ放出する前に蓄積するための流体アキュムレータ
を有する請求項１に記載のステント装填システム。
【請求項７】
ステントを備え、該ステントは捲縮状態および非捲縮状態を有する請求項１に記載のステ
ント装填システム。
【請求項８】
前記装置は、拡張位置および収縮位置を有し、該拡張位置において前記収縮開口部は、該
収縮位置における該開口部の径よりも断面においてより大きな径を有する請求項１に記載
のステント装填システム。
【請求項９】
前記収縮開口装置の収縮開口部内およびガイドハウジングのカテーテル開口部内に配置さ
れた非汚染バリアをさらに備え、該非汚染バリアは、該システム内に配置されたステント
から、該収縮開口装置およびガイドハウジングのカテーテル開口部を分離する請求項１に
記載のステント装填システム。
【請求項１０】
流体ノズルをさらに備え、流体の流れは、前記装置フロールーメンへ進入する前に該ノズ
ル内を通過する請求項１に記載のステント装填システム。
【請求項１１】
前記ブレードは、前記収縮開口部の寸法を変更するために旋回するように形成かつ配置さ
れる請求項１に記載のステント装填システム。
【請求項１２】
前記収縮開口部の寸法を変更するために使用される、プログラム制御可能な制御装置およ
びステッピングモータをさらに備える請求項１に記載のステント装填システム。
【請求項１３】
前記冷却システムは、流体の温度を約－５℃～－９０℃に下げる請求項１に記載のステン
ト装填システム。
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【請求項１４】
前記カテーテルへ挿入され、かつ、ステントが該カテーテル内で所望の深さを越えて移動
しないように形成かつ配置された制御マンドレルを備える請求項６に記載のステント装填
システム。
【請求項１５】
前記ステントは自己拡張材料を含む請求項７に記載のステント装填システム。
【請求項１６】
前記ステントは治療剤を含む請求項７に記載のステント装填システム。
【請求項１７】
圧縮流体供給部をさらに備え、該流体供給部は、流体の複数の流れを前記装置フロールー
メンへ放出することを制御できる電磁弁に対して連通している請求項１に記載のステント
装填システム。
【請求項１８】
流体アキュムレータおよびアキュムレータ圧縮ポンプを有し、該アキュムレータ圧縮ポン
プは、該流体をさらに圧縮して前記流体供給部から該流体アキュムレータへ送り込み、該
流体アキュムレータは、そこから前記装置フロールーメンへの流体の放出を制御する前記
電磁弁に対して連通する請求項１７に記載のステント装填システム。
【請求項１９】
流体乾燥部は前記圧縮流体供給部と電磁弁との間に配置され、該流体乾燥部は、該流体供
給部からの流体を前記装置フロールーメンへ放出する前に乾燥させる請求項１７に記載の
ステント装填システム。
【請求項２０】
前記非汚染バリアはポリマースリーブである請求項９に記載のステント装填システム。
【請求項２１】
前記スリーブは、非膨張状態においては、折り畳んで、前記ブレード間に位置する隙間へ
進入することができる請求項２０に記載のステント装填システム。
【請求項２２】
冷却チャンバを有し、該チャンバは前記冷却アキュムレータ内の流体を冷却する請求項１
８に記載のステント装填システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、医療器具の分野に関し、詳細には、ステントの装填に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ステントは、通常、体内の管腔に配置される管状部材である。本開示において「ステン
ト」という語は、ステント、被覆ステント、ステントグラフト、他の拡張可能な管状構造
を含むものであるが、これらに限定されるものではない。
【０００３】
　ステントは、圧縮または縮小された寸法形状において、カテーテルにより体内の管腔ま
たは脈管内部へ搬送され得る。目的部位に到達すると、ステントは拡張し、例えば、管腔
の壁に接触する。
【０００４】
　場合によっては、ステントは、可逆的に圧縮かつ拡張できる材料から形成され、これは
、例えば、バルーンの拡張または材料の相変化により弾性的に行われる。体内へ導入され
る際は、ステントは圧縮形状において抑止されている。目的の植込み部位に到達すると、
外シースなどの抑止具を後退させることにより抑止状態が解除されて、ステントはそれ自
身の内的な復元力により自ら拡張する。
【０００５】
　場合によっては、ステントはカテーテルにより搬送されるために捲縮されて（ｃｒｉｍ
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ｐｅｄ）いる。カテーテル上に捲縮かつ配置される間に、ステントは損傷を受けることが
ある。ステントの表面が損傷を受ける場合もあり、また、コーティングが損傷を受けたり
、擦られて剥がれることがある。
【０００６】
　ステントと人工器官を装填する際に使用される器具との間の接触を軽減することにより
、ステントコーティングが摩耗かつ擦れて、ステントの展開に伴って塞栓粒子が発生する
リスクを減少させる装填システムが依然必要とされている。
【０００７】
　本願において言及された全ての米国特許及び特許出願ならびに他の刊行物は、その全体
が本明細書において開示されたものとする。
　本発明の範囲を限定することなく、請求される本発明の実施形態のうちいくつかの要約
を以下に記載する。要約された実施形態のさらなる詳細及び／又は本発明のさらなる実施
形態については、「発明の詳細な説明」に記載されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記した懸案を鑑みてなされたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　少なくとも一実施例において、ステント装填システムは、収縮開口部を形成する複数の
ブレードを有する収縮開口装置（ｃｏｎｔｒａｃｔｉｎｇ　ａｐｅｒｔｕｒｅ　ｄｅｖｉ
ｃｅ）と、該開口部の全長にわたって長手方向にステントを収縮開口装置の外部まで運ぶ
ように配置された流体の流れを供給する流体供給源とを備える。少なくとも一実施例にお
いて、これらのブレードは収縮開口部の寸法を変更できるように移動可能である。少なく
とも一実施例において、カテーテルは、収縮開口装置に係合している。少なくとも一実施
例において、収縮開口装置およびカテーテル内のルーメンは、連通可能であり、かつ、共
通の装置フロールーメン（ｄｅｖｉｃｅ　ｆｌｏｗ　ｌｕｍｅｎ）を含むことも可能であ
る。少なくとも一実施例において、流体の流れは、流体供給源により供給され、かつ、装
置フロールーメンへ進入可能である。この流体の流れにより、ステントが、装置フロール
ーメンを介して収縮開口部からカテーテルルーメンへ運ばれる。
【００１０】
　少なくとも一実施例において、収縮開口装置は、収縮絞り装置（ｃｏｎｔｒａｃｔｉｎ
ｇ　ｉｒｉｓ　ｄｅｖｉｃｅ）である。
　少なくとも一実施例において、該システムは、多量の流体を冷却できる冷却システムを
含む。少なくとも一実施例において、流体の流れは、冷却され、かつ、冷却システムから
装置フロールーメンへ制御可能に放出され得る。
【００１１】
　少なくとも一実施例において、ステント装填システムは、装置フロールーメンへ放出す
る前に、流体供給源からの多量の流体を蓄積できる流体アキュムレータを備える。
　少なくとも一実施例において、ステント装填システムは弁を備える。少なくとも一実施
例において、この弁は、アキュムレータから装置フロールーメンへ放出される流体の量や
時間を制御できる。
【００１２】
　少なくとも一実施例において、冷却流体の単一の流れまたは複数の流れにより、開口部
の径よりも小さい径のステントを該開口部からガイドハウジングへ運ぶことができる。
　少なくとも一実施例において、該システムは、ガイドハウジング内に第１端部を有する
カテーテルをさらに備える。少なくとも一実施例において、該システムは、ガイドハウジ
ング内に進入するステントがカテーテル内にも配置されるように、形成かつ配置されても
よい。
【００１３】
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　少なくとも一実施例において、ステントは捲縮状態および非捲縮状態を有することが可
能である。
　少なくとも一実施例において、該装置は、拡張位置および収縮位置を有することも可能
であり、拡張位置において、開口部は、収縮位置における開口部の断面における径よりも
大きい断面における径を有する。
【００１４】
　少なくとも一実施例において、非汚染バリアは、収縮開口装置の開口部内およびガイド
ハウジングの開口部内に配置することも可能である。少なくとも一実施例において、非汚
染バリアは、ポリマー製のスリーブ、チューブ、ソック（ｓｏｃｋ）であってもよい。少
なくとも一実施例において、非汚染バリアは、該システム内に配置されたステントから、
収縮開口装置およびガイドハウジングのカテーテル開口部を分離させる。ステントが治療
剤を含む実施例において、該バリアは、治療剤や他の残留物が、他のステントの装填中に
開口部内に残ることを実質的に防止する。少なくとも一実施例において、非汚染バリアは
、使い捨てかつ置換可能である。
【００１５】
　少なくとも一実施例において、該システムは流体ノズルをさらに備えることも可能であ
る。少なくとも一実施例において、流体の流れは、装置フロールーメンへ進入する前にノ
ズル内を通過可能である。
【００１６】
　少なくとも一実施例において、ブレードは、直線的に摺動するように形成かつ配置され
てもよい。
　少なくとも一実施例において、ブレードは、開口部の寸法を変更するために旋回（ｐｉ
ｖｏｔ）するように形成かつ配置されてもよい。
【００１７】
　少なくとも一実施例において、開口部の寸法を変更するために、プログラム制御可能な
制御装置およびステッピングモータを使用することもできる。
　少なくとも一実施例において、冷却システムは、流体の温度を約－５℃～－９０℃に下
げることが可能である。少なくとも一実施例において、冷却システムは、自己拡張可能な
形状記憶ステント合金がマルテンサイト相へ完全に移行する温度に、流体の温度を下げる
ことが可能である。
【００１８】
　少なくとも一実施例において、制御マンドレルは、カテーテル内へ挿入することができ
る。少なくとも一実施例において、該マンドレルは、ステントがカテーテル内で所望の深
さを越えて移動することを防止できる。
【００１９】
　少なくとも一実施例において、ステントは自己拡張材料を含むことが可能である。少な
くとも一実施例において、ステントは、治療剤を含むことも可能である。
　少なくとも一実施例において、該システムは、圧縮流体供給部をさらに備える。少なく
とも一実施例において、該流体供給部は、装置フロールーメンへ放出される複数の流体の
流れを制御できる電磁弁と連通していてもよい。この電磁弁は空気圧式または電気式であ
ってもよい。
【００２０】
　少なくとも一実施例において、該システムは、流体アキュムレータをさらに備えること
も可能である。少なくとも一実施例において、該システムは、アキュムレータ圧縮ポンプ
をさらに備えることも可能である。少なくとも一実施例において、アキュムレータ圧縮ポ
ンプはまた、流体供給部から流体アキュムレータへ流体を圧縮して送り込むことも可能で
ある。少なくとも一実施例において、流体アキュムレータは、流体供給部から装置フロー
ルーメンへの流体の放出を制御する電磁弁と連通することも可能である。
【００２１】
　少なくとも一実施例において、該システムは、圧縮流体供給部と電磁弁との間に配置さ
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れた流体乾燥部をさらに備えることも可能である。少なくとも一実施例において、流体乾
燥部は、開口部へ放出する前に、圧縮流体供給部からの流体を乾燥させることも可能であ
る。
【００２２】
　少なくとも一実施例において、スリーブは、非膨張状態にある時は、折り畳みおよび／
またはブレード間に位置する複数の隙間へ進入することができる。少なくとも一実施例に
おいて、該システムは、冷却アキュムレータ内の流体を冷却する冷却チャンバを有するこ
とも可能である。
【００２３】
　本発明を特徴付けるこれらの実施例や他の実施例は、本明細書に添付されその一部を構
成する特許請求の範囲において詳述される。しかしながら、本発明や、本発明を実施する
ことにより得られる効果や目的をより理解するために、さらに本明細書の一部を構成する
図面およびその説明を参照されるべきであり、図面およびその説明において本発明の実施
例について示し説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　本発明は多くの異なる態様にて実施可能であるが、本明細書においては特定の実施形態
について詳細に説明する。この説明は本発明の原理を例示するものであり、本発明を例示
された特定の実施形態に限定するものではない。
【００２５】
　本願においては、特に明示されない限り、各図面における同様の符号は同様の特徴を示
すものである。
　また、本開示のために、用語「ステント」は、体内管腔や脈管へ植え込むための拡張可
能な人工器官を指すものであり、ステント、グラフト、ステントグラフト、大静脈フィル
タ、拡張可能な管状構造（脈管を支持可能か否かに関わらず）等の器具を含む。さらに、
用語「流体（ｆｌｕｉｄ）」は、気体または液体を指し、用語「空気（ａｉｒ）」は、混
合気体を含む任意の気体を指す。「流体」ではなく「空気」が具体的に使用される場合は
、本発明において、空気に代わって任意の流体を使用することも意図されている。さらに
また、用語「流れ（ｓｔｒｅａｍ）」（流体に関して）は、流体の吹き出し（ｐｕｆｆ）
、噴射、移動を指す。ステントに関して、用語「捲縮（ｃｒｉｍｐｅｄ）」は、ステント
の径を減少することである。
【００２６】
　図１において、流体噴射ステント装填システム１０の概略が示される。図１において、
圧縮空気／気体供給部２０は、流体乾燥部３０に連結されており、この流体乾燥部３０は
、気体を気体冷却部３５へ送る前に乾燥させる。気体冷却部３５内の流体は、約－５℃～
－９０℃に冷却可能である。場合によっては、流体は、約－５℃～－５０℃に冷却される
。
【００２７】
　電磁弁５０は、圧縮空気供給部からノズルハウジング５５を介して収縮開口装置６０の
開口部への流体の放出を制限する。ノズルハウジング５５は、放出される空気の方向を制
御、かつ、放出される空気の速度を増加できるノズルを備える。流体は、複数の流れまた
は単一の噴流において放出されてもよい。電磁弁は、マイクロプロセッサ制御装置７０に
より制御される空気電磁弁（ｐｎｅｕｍａｔｉｃ　ｓｏｌｅｎｏｉｄ　ｖａｌｖｅ）であ
ってもよい。また、マイクロプロセッサ制御装置７０は、収縮開口装置６０の開口部の拡
張および収縮を調整できる。収縮開口装置６０は、搬送シース位置やガイドハウジング８
０に対して連通している。搬送カテーテル９０もまた、ハウジング８０内に配置可能であ
る。幾つかの実施例においては、ガイドハウジングが含まれておらず、カテーテルが、ガ
イドハウジング無しで収縮開口装置に係合することも可能である。
【００２８】
　図２において、ステント収縮開口装置の端面図が示される。幾つかの実施例において、
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ステント収縮開口装置は、収縮絞り（ｃｏｎｔｒａｃｔｉｎｇ　ｉｒｉｓ）であってもよ
い。図２において、ブレード１００は、ロータリーアクチュエータ１１０の作動により旋
回する。ブレード１００の旋回により、開口部１２０の径が増減する。ロータリーアクチ
ュエータ１１０は、ブレード旋回取付けプレート１４０に対して、開口部駆動リング１３
０を回転させる。図２は、ステント収縮機構、すなわち収縮開口装置の一例を示したに過
ぎない。幾つかの実施例において、収縮開口装置６０は、完全に旋回するのではなく、直
線的に摺動するように構成かつ配置されたブレードを使用する。
【００２９】
　図３は、拡張位置における収縮開口装置６０を示す断面図である。本実施の形態におい
て、ステント１５０は、開口部１２０が狭くなってステントが捲縮される前に、開口部１
２０内に配置される。
【００３０】
　図４は、収縮位置における収縮開口装置６０を示す断面図である。本実施の形態におい
て、ステント１５０は、小径になるまで捲縮されている。ブレード１００およびステント
１５０は、通常、約－５℃～－９０℃の冷却流体により温度を低下させられてもよい。冷
却流体は、搬送以外の複数の目的に使用可能である。ステント１５０を捲縮する前に、ブ
レード１００およびステント１５０を冷却することにより、ステントの合金は、マルテン
サイト相へ移行して、ステントを捲縮する際に必要な力の量を減少させる。また、このよ
うに冷却することにより、元の非捲縮径への復元を抑止するため、装填気流内で捲縮され
たステントがより自由に通行できる。加えて、ステントの任意のポリマーコーティングが
硬化して、表面変形に対してより耐性を有するようになる。さらに、冷却流体はまた、十
分な長さにわたってカテーテル９０の搬送シースの温度を減少させるため、ステントが完
全に装填深さ（図６に示す）に達するまでステントの拡張を抑制する。
【００３１】
　図５は、ステント１５０が図４に示すように捲縮された後の収縮開口装置およびガイド
ハウジングを示す断面図である。収縮開口装置６０は、付随したステッピングモータを備
えるプログラム制御可能な制御装置を含んでいてもよい。ステッピングモータは、収縮開
口装置の開口部１２０をわずかずつ開閉できる。図５は、収縮位置における径よりも大径
に広がった開口部１２０を示す。このことにより、図８Ａに示すように隙間が形成される
ため、ステントは、流体ノズル５７から放出された流体力により、図５の収縮開口装置６
０からハウジング８０へ進められる。幾つかの実施例において、この隙間は、約０．１ｍ
ｍ～０．２ｍｍであるが、これよりも多くても少なくてもよい。
【００３２】
　図５Ａにおいて、ステント１５０は、ハウジング８０内のカテーテル９０の内部に装填
されている。搬送カテーテル９０の縮んだ部分９２により、カテーテル９０内の所望の深
さ１８０においてステント１５０の移動が止められる。
【００３３】
　図６において、ステント１５０は、ハウジング８０内のカテーテル９０の内部に装填さ
れている。マンドレル、すなわちハイポチューブ１７０は、通常ハウジング８０内の所定
の位置まで搬送カテーテル９０内へ挿入されて、カテーテル９０内の所望の深さ１８０に
おいてステント１５０の移動を止める。マンドレル１７０は、中空であってもよく、それ
により流体がマンドレル１７０から排出される。さらに、深さ調整装置１９０は、カテー
テル９０内のマンドレル１７０の位置を調整する。深さ調整装置１９０は、止め部１９７
まで側方移動を行う線形ベアリング１９５上に取り付け可能である。
【００３４】
　図７は、一体的な冷却アキュムレータを備える流体噴射ステント装填システムを示す概
略平面図である。空気供給部２０からの空気は、空気乾燥部３０内で乾燥され得る。空気
は、そこから冷却部３５内の空気アキュムレータ４０へ直接流れる。流体はアキュムレー
タ４０内で冷却される。アキュムレータ４０により、空気を電磁弁５０に対してより確実
に送出する。幾つかの実施例において、図示されるように、アキュムレータ圧縮ポンプ２
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００も、アキュムレータ４０内の圧力を増加させるために使用可能である。
【００３５】
　図８において、ステントが部分的に装填されている収縮開口装置の断面図が示される。
ステント１５０は、流体の流れに沿って開口部１２０およびカテーテル９０内を移動する
ことができ、あるいは、ステントは、空気が複数回放出される間に一時的に停止またはほ
ぼ停止することも可能である。ステントは、依然捲縮された位置にあり、開口部１２０は
、ノズル５７から流体を放出するのに十分開いて、ステントを進める。
【００３６】
　図８Ａにおいて、部分的に装填されたステント１５０の拡大詳細断面図が示される。図
８Ａは、開口部１２０の周囲のブレード１００とステントの外側との間にある開口部隙間
２１０ａ、およびカテーテル９０の内径とステントの外側との間にあるカテーテル隙間２
１０ｂを例示している。これらの開口部隙間は、捲縮かつ冷却されたステント１５０の径
と開口部１２０の開口径との差であり、カテーテル隙間は、捲縮かつ冷却されたステント
１５０の径とカテーテル９０の内径との差である。カテーテル隙間２１０ｂは、通常、約
０．１ｍｍ～０．３ｍｍであり、開口部隙間２１０ａよりも大きい。
【００３７】
　少なくとも一実施例において、図９に示すように、ハウジング８０は、開口部１２０と
整合する円錐部分２２０を含む。円錐部分２２０は、円滑に装填できるように作用する。
カテーテル９０は円錐部分２２０に接触する。幾つかの実施例において、円錐部分２２０
は、カテーテル９０の一部またはカテーテル９０に一時的に取り付けられており、カテー
テル９０は、その後ステント１５０を装填するためにハウジング８０内へ挿入される。
【００３８】
　本発明の他の実施例を以下に挙げる。
　ステント装填システムは、収縮開口装置と冷却システムとガイドハウジングとを備え、
収縮開口装置は開口部を形成する複数のブレードを有し、これらのブレードは開口部の寸
法を変更できるように移動可能であることと、冷却システムは多量の空気を冷却し、かつ
、冷却気体の少なくとも１つの流れを放出できる冷却流体放出ノズルを有することと、ガ
イドハウジングは開口部を有することと、冷却流体放出ノズルと収縮開口装置と搬送シー
ス位置とガイドハウジングとは連通して、冷却気体の少なくとも１つの流れが、開口部か
らガイドハウジングへその開口部の径よりも小さい径のステントを搬送することができる
こととを特徴とする。
【００３９】
　上記段落に記載のシステムにおいて、ブレードは直線的に摺動するように形成かつ構成
されている。
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、開口部は絞り機構により形成される。
【００４０】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、収縮開口装置およびハウジングは封止
された接触面を有する。
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、約１５０ｍｍ程度の長さのステントが
装填可能である。このようなシステムにおいて、ステントは１５０ｍｍよりも長い。
【００４１】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、ステントのコーティングは、収縮開口
装置またはガイドハウジングのいずれの部分により最小限度に施されている。
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、ブレードは、ロータリーアクチュエー
タおよび正確な空気圧（ｐｒｅｃｉｓｉｏｎ　ｐｎｅｕｍａｔｉｃ）により、または、径
方向に作動するアームに対して連結された電子線形状アクチュエータにより駆動される。
【００４２】
　上記段落のいずれかに記載のシステムは、収縮開口装置に係合するカテーテルを有する
。上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、カテーテルはガイドハウジング内に配
置され、かつ、収縮開口装置に係合する。
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【００４３】
　ステント装填システムは、収縮開口装置とアキュムレータとガイドハウジングとを備え
、収縮開口装置は開口部を形成する複数のブレードを有し、これらのブレードは開口部の
寸法を変更できるように移動可能であることと、アキュムレータは空気の少なくとも１つ
の流れを放出することと、ガイドハウジングは開口部を有することと、収縮開口装置と搬
送シース位置とガイドハウジングとは連通して、流体の少なくとも１つの流れが、開口部
からガイドハウジングへその開口部の径よりも小さい径のステントを搬送することができ
ることとを特徴とする。
【００４４】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、アキュムレータからの流体は、収縮開
口装置に進入する前に流体ノズルを通過する。
　上記段落のいずれかに記載のシステムは、ステントを開口部から離間させる非汚染バリ
アを有し、このバリアはロールオン／ロールオフ式のダブルスプールを使用する。
【００４５】
　上記段落のいずれかに記載のシステムは、非汚染バリアを有し、このバリアは使い捨て
かつ置換可能である。
　上記段落のいずれかに記載のシステムは、ステントが所定の深さを越えてカテーテルに
進入することを防止するマンドレルをカテーテル内に有し、このマンドレルの位置は深さ
調整装置により調整される。
【００４６】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、流体アキュムレータ内の流体は、マイ
クロプロセッサ制御の空気電磁弁５０により極めて正確に放出される。
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、流体は、流体の１回の放出によりステ
ントをその完全に装填された位置へ運べるように放出される。
【００４７】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、搬送カテーテルは縮んだ部分を有し、
この縮んだ部分はステントがその部分を越えて搬送されることを防止する。
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、先のステント装填による残留物や粒子
状物質を洗浄するための手段は、開口部から洗浄することが可能である。
【００４８】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、溶剤を染みこませたモップやスポンジ
ヘッドを開口部から挿入して、開口部の内面から粒子状物質を取り除く。
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、流体アキュムレータ内の流体は、カテ
ーテル内のステントの深さを感知する線形位置決め部を含むマイクロプロセッサ制御のミ
クロパルス気体噴射により極めて正確に放出される。
【００４９】
　上記段落のいずれかに記載のシステムにおいて、ミクロパルス気体噴射は、短工程でス
テントを移動させることができるため、ステントがほぼ停止すると同時に、完全に装填さ
れるまで別の気体パルスがさらにステントを移動させる。
【００５０】
　上記段落のいずれかに記載のシステムを使用する工程において、開口部と同心円状のマ
ンドレルがステント内へ挿入され、ステントがマンドレルよりもわずかに大きい寸法まで
捲縮されると、マンドレルが取り除かれてステントが最終寸法まで捲縮される。
【００５１】
　上記段落のいずれかに記載のシステムは、治療剤を含むステントを備えていてもよい。
治療剤は、薬剤、または、非遺伝物質や遺伝物質や細胞物質等の他の医薬品であってもよ
い。治療剤は、コーティングであっても、ステント構造体に含まれていてもよい。非遺伝
物質からなる治療剤の好適な例には、ヘパリン、ヘパリン誘導体、血管細胞増殖促進剤、
成長因子阻害剤、パクリタキセル等の抗血栓剤が含まれるが、これらに限定されるもので
はない。治療剤が遺伝物質からなる治療剤を含む場合は、そのような遺伝物質には、ＤＮ
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Ａ、ＲＮＡ、これらの各誘導体および／または成分、「ヘッジホッグ」タンパク質等が含
まれるが、これらに限定されるものではない。治療剤が細胞物質を含む場合は、そのよう
な細胞物質には、ヒト由来および／または非ヒト由来からなる細胞、これらの各成分およ
び／または誘導体が含まれるが、これらに限定されるものではない。治療剤が高分子剤を
含む場合は、そのような高分子剤には、ポリステレン－ポリイソブチレン－ポリスチレン
トリブロック共重合体（ＳＩＢＳ）、ポリエチレンオキシド、シリコーンゴムおよび／ま
たは他の好適な基質であってもよい。
【００５２】
　ステントは、冠状動脈、腎動脈、腸骨動脈を含む末梢動脈、頸部の動脈、大脳動脈にお
いて使用することができる。しかしながら、このようなステント、および、より一般的に
は本発明のステントは、血管系における使用に限定されることなく、動脈、静脈、胆管、
尿道、卵管、気管支、気管、食道、および前立腺を含むが、これらに限定されずに他の身
体構造において有利に使用されてもよい。
【００５３】
　本明細書に開示されたステント、周知のステント、後に開発されたステントは、ステン
レス鋼、ニッケル、チタン、ニチノール、プラチナ、金、クロム、コバルト、他の金属お
よびこれらの金属の組合せや合金等の様々な材料のいずれから、少なくとも部分的に構成
されてもよい。幾つかの実施例において、ステントは、ポリマー材料から少なくとも部分
的に構成されてもよい。幾つかの実施例において、ステントは、形状記憶ポリマーや形状
記憶材料から少なくとも部分的に構成されていてもよい。幾つかの実施例において、ステ
ントは、バルーン拡張型、自己拡張型、ハイブリット拡張型、またはこれらの組合せであ
ってもよい。幾つかの実施例において、ステントは１つまたは複数の放射線不透過性部材
を含んでいてもよい。幾つかの実施例において、ステントは、１つまたは複数の治療剤を
含むコーティングおよび／または潤滑性を有するコーティングを施されていてもよい。他
の実施例において、本発明はまた、本明細書に示す拡張可能な枠組形状に関する。
【００５４】
　上記開示は、説明を意図したものであり、網羅することを意図したものではない。本明
細書は、当業者に多くの変更および代替物を示唆するであろう。これら全ての代替物およ
び変更物は、用語「有する」が「含むが、それに限定されない」ことを意味する請求項の
範囲内に含まれることを意図する。当業者には、本願に記述される特定の実施形態の他の
同等物が認識でき、これらの同等物もまた請求項に包含されるべきである。
【００５５】
　さらに、従属項に記載される特定の特徴は、本発明の範囲内で他の様式で互いに組み合
わせることができ、本発明は、従属項の特徴の他の可能な組み合わせを有する他の実施形
態にも範囲が及ぶものである。例えば、請求項の公開にあたり、多数従属形式が管轄区域
内で許容される場合には、後続するいずれの従属項も、当該従属項に記載される全先行語
を有する先行請求項すべてに従属する多数従属形式で択一的に記載されたものと解釈され
るべきである（例えば、請求項１に直接従属する各請求項は、先行する請求項すべてに従
属するものと択一的に解釈されるべきである）。多数従属形式が禁止されている管轄区域
においては、後続の各従属項において、これら下位従属項に列挙される特定の請求項以外
の先行詞を有する先行請求項にそれぞれ単独に従属する形式で択一的に記載されたものと
解釈されるべきである。
【００５６】
　本明細書において、本発明の複数の実施形態について説明した。当業者であれば、本明
細書において説明した特定の実施形態の均等物が存在し、このような均等物が添付の請求
項に包含されることは理解されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】流体噴射ステント装填システムを示す概略平面図。
【図２】ステント収縮開口装置を示す端面図。
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【図３】拡張位置における収縮開口装置を示す断面図。
【図４】収縮位置における収縮開口装置を示す断面図。
【図５】収縮開口装置およびガイドハウジングを示す断面図であって、ステントが搬送カ
テーテルに装填されている。
【図５Ａ】収縮開口装置およびガイドハウジングを示す他の断面図であって、ステントが
搬送カテーテルに装填されている。
【図６】装填されたステントおよび装填深さ制御マンドレルを備えるガイドハウジングを
示す断面図。
【図７】一体的な冷却アキュムレータを備える流体噴射ステント装填システムを示す概略
平面図。
【図８】ステントが部分的に装填されている収縮開口装置を示す断面図。
【図８Ａ】部分的に装填されたステントを示す拡大詳細断面図。
【図９】収縮開口装置から排出されるステントを示す拡大断面図。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図７】
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【図８ａ】

【図９】
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